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災害対策基本法におけるコンビニ
エンスストアの位置付け

　2017年7月1日、スーパー、総合
小売グループ、コンビニエンスストア
の7法人が新たに指定公共機関に指定
されました。これらの法人は、災害発
生時に、地方公共団体や政府災害対策
本部を通じた要請により、物資支援協
定等に基づき、全国の店舗網等のネッ
トワークを活かして、支援物資の各種
品目の調達、被災地への迅速な供給等
を担うことで、災害応急対策に貢献す
ることが見込まれています。

IoT センサー開発と実証実験

　防災科研は、2015年度から指定公
共機関の一つである株式会社セブン-

大雪対応サプライチェーンマネジメントシステム開発プロジェクト
企業 BCP や交通・物流分野の防災課題解決と性能評価・標準化

イレブン・ジャパン（以下セブン-イ
レブン）と大雪時の状況把握や対応に
関わる連携をスタートさせ、2016年
度から「大雪対応サプライチェーンマ
ネジメントシステムの開発」（図1参
照）に取り組んでいます。
　2015年度に実施した物流企業に対
するヒアリング調査では、大雪による
経済損失は大規模地震に次いで大き
く、解決すべき課題の一つであること
が分かりました。例えば、セブン-イ
レブンのようなコンビニエンスストア
のサプライチェーンにとって、大雪は、
交通障害と物流の停滞をもたらし、大
きな損害が生じる自然災害です。特に、
普段雪が降らない首都圏において、積
雪の有無は交通、物流への影響が大き
くなるポイントのひとつですが、首都

圏は積雪深の観測所が少ないため、正
確に積雪深の分布を把握することが困
難でした。
　そこで、セブン-イレブンの店舗に
容易に設置できる小型のIoT積雪セン
サー（積雪深と積雪重量）を開発し、
店舗を観測所とすることで広域のポイ
ントで積雪深を観測して、より正確な
積雪分布を把握するためのプロジェ
クトを開始しました（図2参照）。従
来の実証実験では、気象庁メソ気象
モデルの気象要素のみを入力値とし、
防災科研の積雪モデルを用いて1時間
ステップで39時間先までの5㎞メッ
シュの積雪分布予測を生成していまし
た。この積雪モデルに対して、店舗の
IoT積雪センサーの現況値（初期値）
による積雪データを補完することによ

小売業や物流業界にとって、交通障害をもたらす大雪は大きな損害が生じる自然災害である。

特に、首都圏では、積雪深の観測所が少なく、正確な積雪深の分布を把握することが困難だ。

そこで、コンビニエンスストアに積雪センサーを設置し、観測網の充実をはかり、積雪分布を

推定することで、コンビニエンスストアの災害時の機能維持を図る取り組みを試験的に実施した。
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2018年度積雪センサー
設置箇所（青点）

●積雪センサーの開発 ●実店舗での観測実証実験

防災科研首都圏積雪予測システム
による積雪分布の把握実証実験

●積雪分布情報を生成

雪氷防災実験棟
での性能試験

積雪重量センサー

積雪深センサー

積雪センサー
の値を入れれ
ば入れるほど
精度が向上

降雨強度の雨で実験可能なため、IoT
センサーの通信試験や土砂移動検知セ
ンサーの実験も実施しています。
　雪氷防災実験棟は、IoTを活用した
地域防災システム開発プロジェクトに関
わるIoT降雪センサー、積雪センサー、
寒冷環境下での動作を求められる気象
センサーの開発にも活用しています。
　防災科研では現在、このような大型
実験施設を活用した観測機器の適合性
評価や試験条件について、標準化に向
けた検討を行っています。また、実験

り、さらに正確な積雪分布予測情報を
生成できるようになりました。より正
確な積雪分布予測情報を活用すること
で、大雪時の物流の確保や、雪氷災害
軽減情報発信につなげることができま
す。

新たに生成した積雪深分布情報

　2017年度と2018年度は、関東圏
内の10店舗に積雪センサーを設置し、
防災科研独自観測点を合わせ15 ～
16地点で観測を実施しました。例え
ば、2019年2月9日の降雪・積雪では、
関東圏内で例年観測される降雪・積雪
分布とは異なり、関東東部の千葉方面
において強い降雪傾向がみられました
が、その傾向を、千葉県の店舗に設置
した複数の積雪センサーが観測してお
り、店舗観測値による積雪予測分布の
価値を示すものとなりました。
　また、生成した積雪分布は、セブン-
イレブンの災害対応システムへ試験的
に提供しています。今後は、さらなる
ニーズに応えるべく、生成した積雪分
布情報を用いて経済損失をもたらす道
路渋滞の予測を目指し、さらに研究開
発を進めています。

大型実験施設の性能評価・標準化
につながる取り組み

　本稿で紹介したIoT積雪センサーの
開発では、夏でも降雪や積雪など冬の
環境を再現できる防災科研の雪氷防災
実験棟（山形県新庄市）で性能試験を
実施しました。防災科研が有する大型
降雨実験施設（つくば本所）や雪氷防
災実験棟は、IoT機器やセンサー開発
等の性能評価にも利用できます。
　大型降雨実験施設では、実際の降雨
の粒径も再現した15 ～ 300mm/hの

施設を利用した着雪試験の標準化と着
雪試験の手順書を作成して公開するこ
とを目的に、「雪氷防災実験施設を活
用した着雪試験標準化に関する検討
会」を開催しました。検討会では、着
雪試験手順に関わる標準条件の実務的
な有用性と工学的な観点からの妥当性
を確保するために、学識経験者および
着雪試験に関連する民間企業に参画い
ただき、様々な意見を取り入れていま
す。将来的には、JIS化や国際標準化も
視野に入れて検討しているところです。

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

図１　大雪対応サプライチェーンマネジメントシステムの開発の概要

図2　新たに生成した積雪分布情報

2019年2月9日12:00 2019年2月9日12:00 店舗センサー観測値：有店舗センサー観測値：無

店舗の積雪に
よる明確な差

図3　2019年2月9日の積雪分布事例
       （左：気象庁メソ気象モデルのみ、a右：セブン-イレブンに設置したセンサーの値を追加）




